
 

令和５年１２月 

総  務  省 
 

令和６年度 総務省 機構・定員査定について 

 

○ 定員要求 
 

区分 
令和６年度  (参考)令和５年度 

要 求 査 定  査 定 

新規増員 

（※1） 
 ９７人 
うち時限要求１８人 

 ７５人 
うち省庁間振替９人 

   １２０人 
うち省庁間振替２８人 

定員合理化数 

（※2） 
▲６６人 

うち省庁間振替▲１人 
▲６９人 

うち省庁間振替▲４人 
 

▲６７人 
うち省庁間振替▲３人 

差引  ３１人   ６人   ５３人 

（※1）新規増員には、WLB（ワークライフバランス）定員を含む（令和６年度４人、同５年度４人）。 

（※2）定員合理化数には、時限到来減を含む（令和６年度▲２人、同５年度▲１人）。 

 

 「総務省重点施策 2024」項目別定員査定の内訳 

Ⅰ 活力ある多様な地域社会の実現に向けた地方行財政基盤の確立、地域DX・地域活性化の推進 

○「地方の一般財源総額の確保等」関係（１人） 

○「地域DXの推進」関係（２人） 

○「デジタル人材の育成・確保」関係（１人）（省庁間振替） 

Ⅱ 地域DXの推進を支える情報通信環境の整備 

○「デジタル基盤整備」関係（１１人） 

○「デジタル実装による課題解決」関係（２人） 

○「誰一人取り残さないための取組」関係（１人） 

Ⅲ 防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらしの実現 

○「消防防災力・地域防災力の充実強化」関係（２人） 

Ⅳ 土台となる社会基盤の確保 

○「行政運営の改善を通じた行政の質の向上」関係（１４人）（うち一部省庁間振替） 

○「EBPMの推進及び基盤となる統計の整備」関係（９人） 

Ⅴ 国際競争力の強化、国際連携の深化に向けた先導的取組の推進 

○「国際競争力の強化に向けたAIなどの科学技術・イノベーションの推進」関係（４人） 

○「国際連携の深化・経済安全保障の推進」関係（１０人） 

○「サイバーセキュリティの確保」関係（９人） 

（※）その他の項目として DX推進や広報関係など９人 

➢ 令和６年度末定員：４，８０５人（令和５年度末定員：４，７５０人） 

（※）時限定員１０人、定年引上げに伴う新規採用のための特例定員３９人を含む。 


